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第 1 � 本調査研究の目的と方� 
 













本研究は、平成 21～23 年度文部科学省科学研究費補助金 基盤研究費（C）「大学におけ
る産学連携の成長要因と大学の変容に関する研究」であるが、大学における産学連携の成






                                                  
1 http://www.ilc.tsukuba.ac.jp/rehp/jp/hp/activities.html に全文掲載。 
2 新谷由紀子・菊本虔「大学における産学連携の成長要因に関する研究」（「産学連携学」第




第 2 �� 本調査研究の�� 
 












                                                  
3 新谷由紀子・菊本虔「大学における産学連携の成長要因に関する研究」（「産学連携学」第




第 2 �� 産学連携がもたらした大学の変容に関�るアンケート調査�� 
 




選択方法は、次のとおりである。まず、2003～2009 年度の 7 年間で、各年度ごとに共同研





各大学の教員総数に応じて割り振った。このため、調査対象は、国立大学 27 か所・866 人、
公立大学 1 か所・18 人、私立大学 2 か所・116 人、合計 30 か所 1,000 人となった。調査対





教員の半数を抽出し、500 人ずつ、調査時期を 2 回に分けて実施した。方法は、E-mail で
対象教員に調査票を送信し、記入後は、各個人から E-mail または FAX での返信を依頼し
た。送信日は、第 1 回目を 2010 年 11 月 24 日、第 2 回目を 2010 年 12 月 22 日とし、締切
日は、第 1 回目を 2010 年 12 月 20 日、第 2 回目を 2011 年 1 月 17 日とした。 
 
  
                                                  
4 文部科学省「大学等における産学連携等の実施状況調査」参照。
（http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/sangakub.htm） 








番号 種別 種別番号 大学名 抽出教員数
1 1 北海道大学 50
2 2 岩手大学 10
3 3 東北大学 70
4 4 茨城大学 12
5 5 筑波大学 40
6 6 群馬大学 18
7 7 千葉大学 30
8 8 東京大学 94
9 9 東京農工大学 10
10 10 東京工業大学 26
11 11 電気通信大学 8
12 12 横浜国立大学 14
13 13 信州大学 28
14 14 富山大学 22
15 15 静岡大学 20
16 16 名古屋大学 40
17 17 名古屋工業大学 8
18 18 三重大学 18
19 19 京都大学 70
20 20 大阪大学 72
21 21 神戸大学 32
22 22 鳥取大学 18
23 23 岡山大学 32
24 24 広島大学 42
25 25 徳島大学 20
26 26 九州大学 54
27 27 九州工業大学 8
866
28 公立大学 1 大阪府立大学 18
29 1 慶應義塾大学 62










第 2 � 調査票の回収状況 
 
30 大学 1,000 人の教員を対象に実施した本アンケート調査の調査票回収状況は、表 2-2-1
のとおりである。回答数は全体で 113 件であり、約 11％の回答率を得た。 
 
表 2-2-1 調査票回収状況 
対 象 対象数 回答数 回答率 
国立大学 866 95 10.97%
公立大学 18 4 22.22%
私立大学 116 12 10.34%
不  明 2






第 3 � 調査��の�� 
 
１．回答者の属性 
今回の調査で回収した 113 件の調査票に回答した回答者の属性は次のとおりである。 
回答者の職名については、教授が 41％と最も多く、次いで助教 27％、准教授 25％、講
師 5％であった（図 2-3-1）。「その他」は、助手や副学長であった。 




と回答した（図 2-3-3）。産学連携活動の経験のある教員 94 人にその活動内容についてたず








図 2-3-1 回答者の職名         図 2-3-2 回答者の専門分野 
 
  
図 2-3-3 回答者の産学連携活動の経験の  図 2-3-4 回答者の経験した産学連携活動 






































































































































図 2-3-5 外部資金が増加したため全体とし  図 2-3-6 企業や社会のニーズに基づいた 
て研究資金が増大した⇔公的資金           研究がやりやすくなった⇔自分 
が減少したため全体として研究資           自身が興味を持つ研究、得意な研 
金が縮小した（0.40）                 究がやりにくくなった（0.18） 
※（ ）内の数値は平均値。 
  
図 2-3-7 研究成果の実用化につながる研究  図 2-3-8 研究成果のスムーズな社会還元の 
に取り組むようになった⇔実用化            ため、秘密保持に努力するように 
にはつながらないが学問的に重要            なった⇔研究成果の発表に制約 
な研究に取り組みにくくなった（0.02）        を受けることが多くなった（-0.11） 
  
図 2-3-9 研究の内容が多彩となり、研究の  図 2-3-10 研究成果の産業化を通じて社会 
質が向上した⇔目先の研究に追わ             貢献を果たすことができるよう 



















































































図 2-3-11 発明の報償費など大学の制度が 図 2-3-12 時間の観念が強くなり短期に成果 
整い、透明性をもって個人的利             をあげることができるようになっ 
益を受けられるようになった⇔             た⇔長期的研究に取り組みにくく 







ス評価（「－２」と「－１」）の回答の合計を上回っているのが図 2-3-5 と図 2-3-6 のみで、
研究資金の増加やテーマの発見については比較的評価が高くなっている。プラス評価とマ
イナス評価が拮抗（各 37％）しているのが、実用化研究への取り組みに関する評価であり














































みると、「２」の評価をした回答者 10 人のうち 9 人は経験が「ある」と回答（90％）し、













図 2-3-13 産学連携で研究課題の発見が 図 2-3-14 産学連携で研究課題の発見が 
容易になった経験           容易になった経験 
 
 























































て行われるものをいう。（以上の定義は OECD の「Frascati Manual」（2002）による。）」
とした。）との設問に対する回答は図 2-3-16 のとおりであった。基礎研究に立ち戻った経験
が「ある」と回答した割合は 75％、「ない」との回答は 21％であった。内訳をみると、「２」
の評価をした回答者 10 人のうち 8 人は経験が「ある」と回答（80％）し、「１」の評価を





礎研究に立ち戻った経験が「ある」場合もみられる。全体では図 2-3-18 となった。 
③ 産学連携によって基礎研究の課題解決につながった経験 
「産学連携により、基礎研究の課題の解決につながった経験がありますか。」との設問に対
する回答は図 2-3-19 のとおりであった。基礎研究の課題解決につながった経験が「ある」 
 
  
図 2-3-16 産学連携によって基礎研究に    図 2-3-17 産学連携によって基礎研究に 
立ち戻った経験                           立ち戻った経験 
 
 





























































図 2-3-19 産学連携によって基礎研究の  図 2-3-20 産学連携によって基礎研究の 
課題解決につながった経験        課題解決につながった経験 
 
 




した回答者 10 人のうち 8 人は経験が「ある」と回答（80％）し、「１」の評価をした回答




題解決につながった経験が「ある」場合もみられる。全体では図 2-3-21 となった。 
次に、「産学連携により、基礎研究の課題の解決につながった経験」が「ある」とした回
答者に対し、「それは具体的には、どのような内容ですか。差支えなければお書きください。」
としたところ、「２」と評価した回答者で 6 件、「１」と評価した回答者で 4 件、「０」と評
価した回答者で 5 件、合計 15 件の記載が得られた。（「資料編」参照。）内容をまとめると、




















































































「２」と評価した回答者で 8 件、「１」と評価した回答者で 14 件、「０」と評価した回答者
で 7 件、「－１」と評価した回答者で 3 件、「－２」と評価した回答者で 2 件、合計 34 件の






図 2-3-22 産学連携が研究能力の向上や   図 2-3-23 産学連携が研究能力の向上や 
研究の幅の拡大に役立った経験       研究の幅の拡大に役立った経験 
 
 







































































































ものが図 2-3-25～2-3-32 である（図のキャプションのカッコ内の数値は平均値）。 
 



















































































図 2-3-25 学生に、企業や社会のニーズに 図 2-3-26 産学連携を推進することにより、 
直接触れさせることができるよう     教育の内容が多彩となり、教育の 
になった⇔学生に、自分自身が興     質が向上した⇔産学連携に時間を 
味を持つ研究をさせることが難し      取られることになり、教育の質が 





図 2-3-27 共同研究等により、学生に与え    図 2-3-28 産学連携を推進することにより、 
る教育課題の設定が容易になっ             入学志願者又は研究室所属希望 
た⇔学生に、実用化にはつなが             者が増加した⇔産学連携を推進す 
らないが学問的に重要な研究課            ることにより、入学志願者又は研



























































図 2-3-29 共同研究等により、学生の就職   図 2-3-30 学生に、時間の観念を身に着けさ 
機会の確保につながった⇔学生に、          せ、短期に成果をあげることがで 
特定の企業の利益につながる研究            きるようになった⇔学生に、じっ 
に多くの時間を割かせるようにな            くり時間をかけて研究課題に取 




図 2-3-31 学生に、大学発ベンチャーの    図 2-3-32 学生に、研究成果のスムーズな社 
仕事に従事させることにより、             会還元のため、秘密保持に関心を 
会社経営の実態を学ばせること             持たせられるようになった⇔学生 
ができるようになった⇔学生が             の研究成果の発表に制約を受ける 


























































































































































































































































































































































































































































































の①～④の 4 つの項目についての回答を求めた。 
①「産学連携により、研究課題を見つけることがより容易になった経験」についてたずね
たところ、経験が「ある」と回答した割合は 75％、「ない」との回答は 21％であった（図
2-3-13）。内訳をみると、「２」の評価をした回答者 10 人のうち 9 人は経験が「ある」と回






内訳をみると、「２」の評価をした回答者 10 人のうち 8 人は経験が「ある」と回答（80％）

























答した割合は 93％、「ない」との回答は 3％であった（図 2-3-22）。内訳をみると、「２」の
評価をした回答者 10 人のうち全員経験が「ある」と回答（100％）し、「１」の評価をした







































































































うち、83 件（57％）は否定的な意見が占め、肯定的な意見は 50 件（35％）、中立的な意見







































第 4 章  結� 
 








































対 象 対象数 回答数 回答率
国立大学 866 95 10.97%
公立大学 18 4 22.22%
私立大学 116 12 10.34%
不明 2

















































































































































































































































回答２ �1 8 28.57%
回答１ �2 6 21.43%
14 50.00%
















回答２ �4 10 35.71%
回答１ �5 16 57.14%
26 92.86%
回答０ �6 11 50.00%
回答-1 �7 3 13.64%










































































































































































































1 ��11� 27 23.89%





2 理由 �9 8 7.08%
1 ��13� 理由 �10 45 39.82%
0 理由 �11 25 22.12%
-1 理由 �12 23 20.35%
-2 理由 �13 10 8.85%























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   
２．調査票 



















で 12 月 20 日（月）／平成 23 年 1 月 17 日（月）までにご返信くださるよう、何とぞよろしく
お願い申し上げます。 
 
・ 調査票返信先 E-mail アドレス yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 











准教授 新 谷 由紀子 




                                                     新谷
し ん や
 由紀子
〒305-8577 つくば市天王台１－１－１ TEL & FAX 029-853-7461
                                E-mail: yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp
─ 63 ─
   
産学連携がもたらした大学の変容に関する調査 
































































   
1.8.1.1 産学連携により、研究課題を見つけることがより容易になった経験がありますか。 









（以上の定義は OECD の「Frascati Manual」（2002）による。） 
 
1.8.1.3 産学連携により、基礎研究の課題の解決につながった経験がありますか。 
ａ．ある     ｂ．ない 
 





ａ．ある     ｂ．ない 
 
















































































評  価 
全体として大学にもたらした 
影響（否定的） 
3.1 良い ２ １ ０ －１－２ 悪い
─ 66 ─











理学・工学・農学・医学・薬学・その他（                 ） 




活動の内容 ａ．共同研究、ｂ．受託研究、c.奨学寄附金、d.技術指導、e.その他（      ）
※ご記入いただけるようでしたら、以下の欄にご氏名等の記入をお願いいたします。なお、個
人名につきましては、外部に一切公表いたしません。 
貴大学名 ご所属 ご氏名 
   
ご住所 
〒 
Tel Fax E-mail 
   

































平成 23 年 7 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学産学リエゾン共同研究センター） 
TEL & FAX 029-853-7461 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
 


